
令和７年度品川区食品衛生監視指導計画の実施結果について 

 

令和７年度品川区食品衛生監視指導計画に基づき、下記のとおり実施しました。 

 

１ 監視指導事業 

(１) 食中毒対策 

ア 飲食店等施設の重点的監視 

ノロウイルス、カンピロバクター、腸管出血性大腸菌、アニサキス等の食中毒が発

生しやすい食品を提供する飲食店等施設に対する監視指導を実施しました。 

主な対象施設数 5,475 施設 監視件数 2,178 件 

検査件数（細菌 83 件・ふきとり 102 件・化学 0件） 

 

イ 大量調理施設の監視 

(ア) 集団給食施設の監視指導 

大規模な患者発生につながる集団給食施設等に対し、監視指導を実施しました。 

主な対象施設数 417 施設 監視件数 207 件 

検査件数（細菌 1件・ふきとり 457 件・化学 0件） 

 

(イ) 修学旅行生利用施設の監視指導 

修学旅行生に食事を提供する施設に対し、監視指導を実施しました。 

主な対象施設数 10 施設 監視件数 9件 

検査件数（細菌 13 件・ふきとり 45 件・化学 0件） 

 

ウ 食肉の衛生対策 

食肉の安全確保を図るため、生食用食肉取扱報告施設および焼肉店等の肉料理を扱

う飲食店等施設に対し、重点的に監視指導を実施しました。 

主な対象施設数 216 施設 監視件数 86 件 

 

 エ ふぐ取扱い施設の衛生対策 

    東京都ふぐの取扱い規制条例に基づき、ふぐ取扱認証施設に対し、監視指導を実施

しました。 

主な対象施設数 53 施設 監視件数 65 件 

 

オ 危機管理体制の充実 

(ア) 食中毒事故発生時の対応 

医師からの届出をもとに、都と連携しながら迅速かつ的確に調査を行い、原因や感

染経路の解明および被害の拡大防止に努めました。 



管内での食中毒発生件数 2件（病因物質 アニサキス：2件 患者数：2名） 

他自治体における食中毒事故等調査数 55 件（調査対象者数 43 名、調査対象施設数

38 施設） 

検査件数（細菌およびウイルス 276 件、化学 0件、寄生虫 0件） 

(イ) 保健予防課との連携 

管内での感染症事件のうち食中毒が疑われるものについては、保健予防課と連携

し調査を行い、被害拡大防止に努めました。 

調査件数 22 件、患者数 36 名 

 

カ 保菌者検索事業への協力 

都が実施する保菌者検索事業に協力し、腸管出血性大腸菌およびサルモネラの散発

患者ならびに無症状病原体保有者の調査等を行いました。 

腸管出血性大腸菌 14 検体 サルモネラ 1検体 

 

(２) 製造・加工および流通の各段階における衛生管理の徹底 

ア 自主回収への対応 

事業者が賞味期限の誤印字など健康被害を生じる可能性があるとの理由で、自主的

に食品等を流通市場から回収する場合、食品衛生法または食品表示法の規定に基づき、

食品等が適切に回収されるよう事業者に指導･助言し、届出を求めました。 

食品衛生法および食品表示法に基づく届出 

自主回収届（着手）：７件、自主回収届（変更）：０件、自主回収届（終了）：５件 

 

イ 苦情対応 

区民等から寄せられた苦情（食品の不潔・不衛生な取扱い、異物混入等）に対し、迅

速かつ適正な調査を実施しました。 

苦情対応件数 209 件 

 

ウ 広域流通食品対策 

有害食品等の流通を防止するため、東京都と連携し、製造業における原材料、製造

工程および製品の監視指導を実施しました｡また、問屋業および販売業等の流通拠点の

監視指導を実施しました。 

主な対象施設数 700 施設 監視件数 217 件 

 

（３）適正な食品表示への対策 

区内に流通している食品の表示が適正に行われているか、区内製造業や大規模販売

業へ立入り、表示の点検・監視を行いました｡また、必要に応じて収去した食品の表示

検査を行いました。 



監視施設数 34 施設、監視品目数 253 品目、検査件数 25 検体 

 

２ 立入検査および収去検査 

(１) 立入検査 

許可のための実地検査やその他の監視指導のため、営業施設の立入検査をしました。 

監視対象施設数 10,565 施設（令和８年３月 31日時点） 

立入件数 3,298 施設 

 

(２) 収去検査 

夏期および歳末一斉取締り事業等の年間立入検査予定に基づき収去を行い、品川区

保健所生活衛生課検査室等で検査を実施しました。 

検査件数（細菌 107 検体・化学４検体） 

 

(３) 夏期および歳末一斉取締り 

食中毒が多発する４月から８月まで夏期一斉取締りを、食品流通量が増加する９月

から 12 月には歳末一斉取締りを、厚生労働省の方針を踏まえ、かつ協定に基づき東京

都と連携し、監視指導を重点的に実施しました。 

 

(４) 違反および不良食品等に対する対応 

事業者が取扱っている食品で違反が確認された場合は、当該食品が販売や使用され

ないよう、関係機関と連携し、保管、回収または廃棄状況等の調査・確認を行い、危害

除去の措置を実施しました。 

 

３ 不利益処分等 

(１) 不利益処分等 

食品等事業者が原因で発生した食中毒１件は営業停止命令書を交付しました。 

 

(２) 違反の公表 

不利益処分等を実施した事例について、食品衛生上の危害の状況を明らかにするた

め、食品衛生法の規定に基づき、法違反者の名称、施設名等を公表しました。 

 

４ 食品等事業者自らが実施する衛生管理の推進 

(１) 食品衛生推進員活動の推進 

食品衛生推進員 15 名（令和８年３月 31 日時点）に対し、自主的な衛生管理に関す

る情報および技術を食品等事業者に提供するため、食品衛生推進会議を２回開催しま

した。 

 



(２）食品衛生協会事業の支援 

品川食品衛生協会との意見交換会を７回開催し、要望の聴取や意見を求めました。 

 

５ 食品等事業者を対象とした各種講習会の実施 

事業者が自らの営業における食品衛生上の危害要因を正しく認識し、一般衛生管理

に加えて、HACCP に沿った衛生管理を実施できるよう、事業者向けの講習会を 15 回（参

加者 1,499 名）開催および講師を派遣しました。主な講習会は次の通りです。 

 

（１）食品衛生許可・届出時講習会および業態別食品等事業者講習会 

    新規営業許可申請および届出または許可満了を迎える営業者および弁当・仕出弁当、

給食、すし店、魚介類販売業等について、衛生管理の知識を伝えるための食品衛生講

習会を４回（参加者 53名）開催しました。 

（２）食品衛生実務講習会 

食品取扱施設の食品衛生責任者等を対象に、自主的な衛生管理に関する事項や最近

の食品衛生に関する講習会（食品衛生実務講習会）を対面形式およびオンライン配信

にて開催しました。 

・ 対面形式（２回） 

参加者数：321 名 

・ オンライン配信 

動画配信期間：令和７年 11 月 10 日～令和８年１月 15 日 

動画視聴回数：309 回 

（３）食品衛生自治指導員に対する支援 

食品衛生協会の自治指導員を対象とした講習会を２回（参加者：28 名）開催し、自

主的な衛生管理に関する情報および技術を提供しました。 

 

６ 区民・食品等事業者への情報提供および意見交換（ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ）の実施 

(１) 情報提供および普及啓発 

ア 食品衛生に関する情報を計 38 回ホームページに掲載しました。 

 

イ 食中毒の予防等の情報を計２回広報しながわに掲載しました。 

   

ウ 区民向け講演会を１回（参加者 69 名）、児童センターや区民からの依頼講習会を 15 回

（参加者 120 名）開催し、食品衛生知識の普及啓発をしました。 

 

 エ 食品衛生街頭相談を１回（参加者 600 名）実施し、食品衛生に関わる資料配布や相談

受付を行いました。 

 



(２) 意見交換 

ア 令和７年４月１日、令和７年度食品衛生監視指導計画を区ホームページに掲載しまし 

た。 

 

イ 令和８年２月 21 日から３月 13 日まで、令和８年度食品衛生監視指導計画案を区ホー

ムページに掲載し意見を求めました。 

 

ウ 消費者懇談会を１回（参加者 38 名）開催し、食品衛生の最新情報に関する講演および

意見交換を行いました。 

 


